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(57)【要約】
【課題】ＡＧと原料アルコールとして直鎖アルコール、例えば天然アルコールを使用した
ＡＥＳ、及びＡＯを組み合わせ、高い洗浄力を有し、且つ低温における貯蔵安定性に優れ
る、液体洗浄剤組成物を提供する。
【解決手段】（ａ）一般式（１）で表される特定のＡＧ化合物４～３５質量％、（ｂ）一
般式（２）で表される特定のポリオキシアルキレンアルキル硫酸エステル塩を含有する混
合物であって、当該混合物におけるプロピレンオキシドの平均付加モル数ｍ及びエチレン
オキシドの平均付加モル数ｎが、それぞれ０＜ｍ＜１、０＜ｎ≦３である混合物１～２５
質量％、（ｃ）特定のアミンオキシド型界面活性剤０．３～１０質量％、（ｄ）ハイドロ
トロープ剤及び（ｅ）有機溶剤から選ばれる相安定化剤、並びに水を含有する液体洗浄剤
組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
（ａ）下記一般式（１）で表される化合物を４～３５質量％、（ｂ）下記一般式（２）で
表される化合物を含有する混合物であって、当該混合物におけるプロピレンオキシドの平
均付加モル数ｍ及びエチレンオキシドの平均付加モル数ｎが、それぞれ０＜ｍ＜１、０＜
ｎ≦３である混合物を１～２５質量％、（ｃ）炭素数８～１８の炭化水素基と、炭素数１
～３のアルキル基又は炭素数１～３のヒドロキシアルキル基とを有するアミンオキシド型
界面活性剤を０．３～１０質量％、（ｄ）ハイドロトロープ剤及び（ｅ）有機溶剤から選
ばれる相安定化剤、並びに水を含有する液体洗浄剤組成物。
　　　Ｒ1a－（ＯＲ1b）sＧt　　　（１）
〔式中、Ｒ1aは炭素数８～１６のアルキル基を示し、Ｒ1bは炭素数２～４のアルキレン基
を示す。Ｇは還元糖に由来する基を示す。ｓは平均付加モル数で０～５の数を示し、ｔは
平均縮合度で１～３の数を示す。〕
　　　Ｒ2aＯ－（ＰＯ）m1（ＥＯ）n1ＳＯ3Ｍ　　　　　（２）
〔式中、Ｒ2aは炭素数８～１８のアルキル基であり、ＰＯとＥＯは夫々プロピレンオキシ
基とエチレンオキシ基であり、ｍ１、ｎ１はＰＯ又はＥＯの付加モル数を示し、それぞれ
０以上の整数である。Ｍは陽イオンである。〕
【請求項２】
（ｂ）成分中、一般式（１）中のｍ１及びｎ１が共に０である化合物の割合が２８質量％
以下である、請求項１記載の液体洗浄剤組成物。
【請求項３】
更に（ｆ）成分として、（ａ）成分以外の非イオン性界面活性剤、（ｂ）成分以外の陰イ
オン性界面活性剤、及び（ｃ）成分以外の両性界面活性剤の中から選ばれる１種類以上の
界面活性剤を含有し、界面活性剤の総量が１０～６０質量％である、請求項１又は２記載
の液体洗浄剤組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は液体洗浄剤組成物、特にアルキルグリコシドを主界面活性剤として配合する液
体洗浄剤組成物に関する。用途としては衣料用、硬質表面用を挙げることができ、特に台
所周り等の硬質表面、中でも食器や調理器具等の洗浄に適した液体洗浄剤組成物に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　食器用洗浄剤は、食材本来からの汚れの他に、調理に用いる油及び調味料、調理によっ
て生じる変性蛋白、焦げ付き、糊化した炭水化物などが、食器、フライパン、鍋、魚焼き
グリル、その他調理器具に付着し、水だけでは除去することが困難な汚れを形成する。特
に油による汚れは、指先やふき取り具合から、その残留の程度が容易に感じられるため、
使用者は汚れ落ちに対して神経質になり易い。油汚れによる洗浄性を高めるために、近年
の手洗い向け食器用洗浄剤は、界面活性剤の含有量を増やすことで対応している。しかし
ながら、高められた油汚れ除去能は、手肌の油分にも影響を与える可能性がある。肌質は
個人によって様々であるが、メーカーは手肌への影響を最小限にするため、鋭意努力して
きた。例えば、手肌に対して温和なアルキルグリコシド型界面活性剤（以下、ＡＧという
場合がある）を主界面活性剤として用いた洗浄剤が挙げられる。
【０００３】
　アルキルグリコシドを液体洗浄剤に用いる技術としては、例えば特許文献１～５などが
挙げられる。一般にアルキルグルコシド型の洗浄剤は起泡性やすすぎ性に優れているもの
の、洗浄力の向上の観点からポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸エステル型界面活
性剤（以下、ＡＥＳということがある）やアミンオキシド型界面活性剤（以下、ＡＯとい
うことがある）を併用することが提案されている。例えば特許文献６又は特許文献７には
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、ＡＧを主界面活性剤とする洗浄剤に、ＡＥＳ及びＡＯを含有する食器用の洗浄剤が記載
されている。
【特許文献１】特開平１０－２５４９８号公報
【特許文献２】特表平８－５０２５４０号公報
【特許文献３】特表平８－５０１８１７号公報
【特許文献４】特開平５－１４８４９４号公報
【特許文献５】特開２０００－２６８８９号公報
【特許文献６】特開２０００－１０９９００号公報
【特許文献７】特開２００５－３２５１６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ＡＧを主界面活性剤とする洗浄剤は、単独での洗浄力が不十分であることから、ＡＥＳ
及びＡＯを併用することは前記した通りだが、ＡＧを比較的多く配合する洗浄剤にＡＥＳ
及びＡＯを配合する場合、低温安定性を保つことが難しく、ＡＥＳ及びＡＯの含有量は制
限される。ＡＥＳのエチレンオキシドの付加モル数を増加させることで安定性上の課題を
改善しえるが、その結果、親水性が高められることになり油に対する洗浄力が損なわれる
。ところで、ＡＧは糖由来の親水性部を有するが、親油性部のアルキル基も天然油脂由来
のものを用いることで、構成成分全てを天然由来原料で賄うことができる基材である点で
注目されている。しかしながら、ＡＧ系洗浄剤の問題点は、前記したようにＡＥＳやＡＯ
の併用系を安定に配合し辛いことが上げられる一方で、この問題は特に天然油脂由来のア
ルキル基を有するＡＧを配合した洗浄剤において影響が大きい。またＡＥＳやＡＯのアル
キル基を天然油脂由来のものにすることができるが、この場合更に低温安定性は低下し、
配合濃度の制限は厳しくなる。理由として、一般的にヤシ油などの天然油脂から得られる
脂肪酸、アルコール、アミンを原料とする場合、アルキル基が直鎖になってしまうこと、
且つ親水性部と結合するアルキル基の炭素原子が１級炭素原子、言い換えるとアルキル鎖
の末端に親水性基を有する構造になるため、分岐鎖アルキル基が混合されている合成系の
界面活性剤と比べて結晶化しやすい性質を持つことが推測される。
【０００５】
　また昨今の炭酸ガスによる環境への影響が懸念されている世論から、化石燃料のみなら
ず、天然系油脂由来の界面活性剤を使いこなすための技術が求められている。従って本発
明の課題は、ＡＧ、ＡＯ、及びＡＥＳを使用していながら高い洗浄力と低温における貯蔵
安定性に優れた液体洗浄剤組成物を提供することにあり、更には天然系の界面活性剤を用
いて洗浄力、安定性に優れたＡＧ系洗浄剤を得ることもまた目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、ＡＧとＡＥＳ、更にはＡＯを液体洗浄剤に応用する目的から、ＡＥＳの
洗浄挙動を詳細に検討した。その結果、アルコールにエチレンオキシドが１モル付加した
構造（付加モル数分布が単一である）のＡＥＳ型界面活性剤、及びアルコールにエチレン
オキシドが２モル付加した構造（付加モル数分布が単一である）のＡＥＳ型界面活性剤が
最も洗浄力が高いことを見出した。一方で、アルコールにエチレンオキシドを付加する反
応は、生成物におけるエチレンオキシドの付加モル数が幅広い分布を持つことが知られて
おり、例えば平均２モル付加させた場合には、目的とする２モル付加物は１５～２０質量
％しか得られず、未反応のアルコールが反応生成物中に約３０質量％存在する。このよう
なエチレンオキシド付加物を硫酸化して得られたＡＥＳは、アルキル硫酸エステル塩（Ａ
Ｓという場合がある）が約３０質量％存在し、ＡＳとＡＯとのコンプレックスが低温で析
出し、安定性を損なうことを見出した。このことは、直鎖のアルキル基を有するＡＥＳに
おいて特に問題である。なお、前記したように、エチレンオキシドの平均付加モル数を増
加することで硫酸化後のＡＳの量を減少させ安定性上の改善を図ることができるが、一方
で洗浄力に効果的な１モル付加体、及び２モル付加体までもが減少してしまい、結果、洗
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浄力が低下することが判明した。本発明者らは、オキシアルキレンアルキルエーテル硫酸
エステル塩の製造において、プロピレンオキシドを最初にアルコールに少量付加させるこ
とで、未反応のアルコールを低減させ、その後にエチレンオキシドを付加させることで、
優れた安定性と洗浄力が得られることを見出した。これは、アルコールに最初にプロピレ
ンオキシドが付加することにより、エチレンオキシドが１モルの付加体、及び２モルの付
加体の割合を減少させることなく反応が進行するためと推察される。また、アルコールに
最初にプロピレンオキシドが付加することにより、アルキル基及びこれに結合するオキシ
プロピレン基により擬似的分岐構造が形成され、界面活性剤間のパッキング性を適度に緩
めることで安定性に寄与すると考えられ、本発明に至った。
【０００７】
　本発明は、（ａ）下記一般式（１）で表される化合物〔以下、（ａ）成分という〕を４
～３５質量％、（ｂ）下記一般式（２）で表される化合物を含有する混合物であって、当
該混合物におけるプロピレンオキシドの平均付加モル数ｍ及びエチレンオキシドの平均付
加モル数ｎが、それぞれ０＜ｍ＜１、０＜ｎ≦３である混合物〔以下、（ｂ）成分という
〕を１～２５質量％、（ｃ）炭素数８～１８の炭化水素基と、炭素数１～３のアルキル基
又は炭素数１～３のヒドロキシアルキル基とを有するアミンオキシド型界面活性剤〔以下
、（ｃ）成分という〕を０．３～１０質量％、（ｄ）ハイドロトロープ剤〔以下、（ｄ）
成分という〕及び（ｅ）有機溶剤〔以下、（ｅ）成分という〕から選ばれる相安定化剤、
並びに水を含有する液体洗浄剤組成物に関する。
　　　Ｒ1a－（ＯＲ1b）sＧt　　　（１）
〔式中、Ｒ1aは炭素数８～１６のアルキル基を示し、Ｒ1bは炭素数２～４のアルキレン基
を示す。Ｇは還元糖に由来する基を示す。ｓは平均付加モル数で０～５の数を示し、ｔは
平均縮合度で１～３の数を示す。〕
　　　Ｒ2aＯ－（ＰＯ）m1（ＥＯ）n1ＳＯ3Ｍ　　　　　（２）
〔式中、Ｒ2aは炭素数８～１８のアルキル基であり、ＰＯとＥＯは夫々プロピレンオキシ
基とエチレンオキシ基であり、ｍ１、ｎ１はＰＯ又はＥＯの付加モル数を示し、それぞれ
０以上の整数である。Ｍは陽イオンである。〕
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の液体洗浄剤組成物は、ＡＧ、ＡＥＳ、ＡＯを併用した場合、ＡＧの配合量が多
い系でも安定にＡＥＳ及びＡＯを配合することができ、更にはＡＧ、ＡＯ及びＡＥＳの原
料アルコールとして天然原料、すなわち原料アルコールが直鎖アルキル基を有する化合物
で占められるような原料を使用しながら、高い洗浄力、優れた低温貯蔵安定性を有する液
体洗浄剤を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　まず、本発明の液体洗浄剤組成物に含有される各成分について説明する。
【００１０】
本発明の（ａ）成分は一般式（１）のアルキルグリコシド型界面活性剤である。
　　　Ｒ1a－（ＯＲ1b）sＧt　　　（１）
〔式中、Ｒ1aは炭素数８～１６のアルキル基を示し、Ｒ1bは炭素数２～４のアルキレン基
を示す。Ｇは還元糖に由来する基を示す。ｓは平均付加モル数で０～５の数を示し、ｔは
平均縮合度で１～３の数を示す。〕
【００１１】
　一般式（１）において、Ｒ1aは炭素数１０～１４の直鎖アルキル基が好適である。天然
由来のアルキル基であってもよい。その場合、アルキル基は直鎖であり、酸素原子と結合
するＲ1aの炭素原子が１級炭素原子である。また、ｓは、好ましくは０～３、より好まし
くは０～２、特に好ましくは０である。Ｒ1bはエチレン基が好ましい。
【００１２】
　一般式（１）において、Ｇは還元糖に由来する基であり、より具体的にはグリコシド基
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が挙げられる。原料の還元糖としては、アルドースとケトースの何れであっても良く、ま
た、炭素数が３～６個のトリオース、テトロース、ペントース、ヘキソースを挙げること
ができる。アルドースとして具体的にはアピオース、アラビノース、ガラクトース、グル
コース、リキソース、マンノース、ガロース、アルドース、イドース、タロース、キシロ
ースを挙げることができ、ケトースとしてはフラクトースを挙げることができる。本発明
ではこれらの中でも特に炭素数５又は６のアルドペントースあるいはアルドヘキソースが
好ましく、中でもグルコースが最も好ましい。
【００１３】
　一般式（１）中、ｔは糖の平均縮合度を示し、好ましくは１～２の数、特に１～１．５
の数が良好である。
【００１４】
　一般式（１）の化合物は、上記糖とＲ1a－(ＯＲ1b)s－ＯＨとを酸触媒を用いてアセタ
ール化反応又はケタール化反応することで容易に合成することができる。また、アセター
ル化反応の場合、ヘミアセタール構造であっても良く、通常のアセタール構造であっても
良い。
【００１５】
　本発明の（ｂ）成分は、下記一般式（２）で表される化合物を含有する混合物であって
、当該混合物におけるプロピレンオキシドの平均付加モル数ｍ及びエチレンオキシドの平
均付加モル数ｎが、それぞれ０＜ｍ＜１、０＜ｎ≦３である混合物である。
　　　Ｒ2aＯ－（ＰＯ）m1（ＥＯ）n1ＳＯ3Ｍ　　　　　（２）
〔式中、Ｒ2aは炭素数８～１８のアルキル基であり、ＰＯとＥＯは夫々プロピレンオキシ
基とエチレンオキシ基であり、ｍ１、ｎ１はＰＯ又はＥＯの付加モル数を示し、それぞれ
０以上の整数である。Ｍは陽イオンである。〕
【００１６】
　本発明の（ｂ）成分は天然系のアルコールから誘導される界面活性剤を用いる場合であ
っても十分な効果を得ることができる。その場合、Ｒ2aは、直鎖であり、且つ天然由来の
アルコールは末端がヒドロキシ基であるため、そこにプロピレンオキシドやエチレンオキ
シドが付加することから、プロピレンオキシド又はエチレンオキシドの酸素原子と結合し
ているＲ2aの炭素原子は、第１炭素原子である。もちろんアルキル硫酸エステル又は塩の
場合は、Ｒ2aの末端のヒドロキシ基が硫酸化されたものであり、これも同様に第１炭素原
子になる。
【００１７】
　ｍとｎは、一般式（２）で示される化合物のｍ１及びｎ１より計算される、該化合物の
混合物における平均付加モル数である。ところで（ｂ）成分の化合物を製造する上で、本
発明では、まずプロピレンオキシドを付加させることが重要である。エチレンオキシドと
プロピレンオキシドのアルコールへの付加のしやすさを調べると、プロピレンオキシドの
ほうが付加しやすいことが分かる。つまり、プロピレンオキシドを最初に付加させること
で、未反応アルコールの割合を低下させることが可能となるため、最終的に未反応アルコ
ールが硫酸化されてなる、アルキル硫酸エステル又はその塩の含有量は低減する。なおプ
ロピレンオキシドの付加率を高めると、プロピレンオキシドによる擬似的分岐構造をもつ
界面活性剤の割合が高くなり、その結果、活性剤間のパッキング性が立体障害のために乱
されて洗浄力が低下する。従ってｍで示されるプロピレンオキシドの平均付加モル数は１
未満に限定され、好ましくは下限値が０．１以上、すなわち０．１≦ｍであり、より好ま
しくは０．１５以上、すなわち０．１５≦ｍであり、上限値が好ましくは０．８以下、す
なわち、ｍ≦０．８であり、より好ましくは０．６以下、すなわちｍ≦０．６である。
【００１８】
　本発明の（ｂ）成分は、アルコールにプロピレンオキシド（以下ＰＯという場合がある
。）付加させた後、次にエチレンオキシド（以下ＥＯと言う場合がある。）を付加するが
、その付加モル数はＥＯ１モル及び２モル付加したもの、すなわち一般式（２）で示され
る化合物のうちｎ１＝１及びｎ１＝２の化合物が最も洗浄性能の上で効果的である。その
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ため、１モル、２モルの比率が高くなるように、エチレンオキシドを付加することが望ま
しい。従って本発明では、ＥＯの平均付加モル数ｎは好ましくは２．５以下、すなわちｎ
≦２．５であり、より好ましくは２．３以下、すなわちｎ≦２．３であり、最も好ましく
は２以下、すなわちｎ≦２である。またｎの下限値は好ましくは０．５以上、すなわち０
．５≦ｎであり、より好ましくは１以上、すなわち１≦ｎである。
【００１９】
　以下、一般式（２）のｍ１及びｎ１について説明する。本発明では、（ｂ）成分は０＜
ｍ＜１、０＜ｎ≦３であり、これを満たすように、ｍ１＝０及びｎ１＝０で示される化合
物の割合が制限されることで低温安定性が向上し、十分な洗浄力を得ることができる。更
にｎ１＝０以外の化合物（ただしｍ１≠０）において、オキシプロピレン基がアルキル鎖
の擬似分岐的要素をもつことからも、直鎖アルコールを原料とする場合も、合成アルコー
ルの分岐鎖のような役割でもって低温安定性を改善すると考えられる。
【００２０】
　本発明では（ｂ）成分中の、ｍ１＝ｎ１＝０の化合物、すなわちアルキル硫酸エステル
又はその塩の割合が、好ましくは２８質量％以下であり、より好ましくは２６質量％以下
、最も好ましくは２４質量％以下である。
【００２１】
　また、本発明の（ｂ）成分は、ｍ１≧２の化合物の含有量が、好ましくは（ｂ）成分中
に１５質量％以下、より好ましくは１０質量％以下である。ｍ１≧２の化合物は洗浄力を
低下させる。
【００２２】
　アルコールにプロピレンオキシドを反応させる場合、プロピレンオキシドは、一度アル
コールと反応したＰＯの後に続いて反応するよりは、未反応アルコールに反応し易い傾向
を示す。従ってｍ＜１の割合でプロピレンオキシドを反応させる場合、ｍ１＝１の化合物
が多く生成され、ｍ１≧２の化合物の生成は少ない。特にｍ≦０．６の割合でプロピレン
オキシドを反応させる場合、ｍ１≧２の化合物の生成を１５質量％以下、特には１０質量
％以下に抑制しやすくなる。ｍ１≧２の化合物を制限するためには触媒の選定に注意する
。なおｍ１≧２の化合物の生成を確実に抑制する方法としては、過剰のアルコール存在下
でプロピレンオキシドを添加する方法が考えられる。この場合エチレンオキシドを反応さ
せる前に蒸留により余分な未反応のアルコールを除去する必要がある。
【００２３】
　（ｂ）成分を構成している化合物として、オキシプロピレンアルキルエーテル硫酸エス
テル又はその塩、すなわちｍ１＝１且つｎ１＝０の化合物は（ｂ）成分中に好ましくは４
～５０質量％、より好ましくは１０～４０質量％である。
【００２４】
　更には、本発明では（ｂ）成分を構成している化合物として、エチレンオキシド基が１
又は２の化合物が多いことが好ましいことは先に述べたとおりである。従ってｎ１＝１及
びｎ１＝２の化合物は、（ｂ）成分中、好ましくは２５～４５質量％、より好ましくは２
８～４０質量％である。残りの（ｂ）成分中の化合物は、ｎ１が３以上の化合物である。
【００２５】
　ｍ１の上限は、好ましくは３以下であり、従って（ｂ）成分は０≦ｍ１≦３の化合物か
らなることが好ましい。また、ｎ１の上限は、好ましくは１０以下であり、従って（ｂ）
成分は０≦ｎ１≦１０の化合物からなることが好ましく、特には本発明では洗浄力の上で
０≦ｎ１≦５の化合物が（ｂ）成分中の８５質量％以上を占める混合物であることが好ま
しい。
【００２６】
　一般式（２）中のＭは、塩を形成する陽イオン基であり、アルカリ金属イオン、アンモ
ニウムイオン、及びモノエタノールアンモニウム基等のアルカノールアンモニウム基等が
挙げられる。アルカリ金属としてはナトリウム、カリウム、リチウムなどが挙げられるが
、これらの中でナトリウム、カリウムがより好ましい。
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【００２７】
　なお、本発明では、（ｂ）成分に係る質量に関する記述（質量％や質量比）は、（ｂ）
成分の一般式（２）中のＭを水素原子と仮定したときの質量（酸換算での比率）に基づく
ものとする。
【００２８】
　（ｂ）成分は、その製造において、硫酸化されない化合物を含む場合があるが、本発明
では該化合物は非イオン性界面活性剤として扱うものとする。
【００２９】
　（ｂ）成分は次のようにして製造することができる。
工程（Ｉ）：アルコール、好ましくは直鎖１級アルコールにプロピレンオキシドを付加さ
せる工程
工程（II）：上記工程（Ｉ）で得られたプロピレンオキシド付加物にエチレンオキシドを
付加させる工程
工程（III）：上記工程（II）で得られたアルコキシレートを硫酸化し、次いで中和する
工程
【００３０】
　工程（Ｉ）では、炭素数８～１８のアルコールにプロピレンオキシドを付加させるが、
付加の割合は、アルコールに１モル当たり、一般式（２）中のｍで示される割合のプロピ
レンオキシドを付加させる。
【００３１】
　工程（II）では、上記工程（Ｉ）で得られたプロピレンオキシド付加物にエチレンオキ
シドを平均で付加させる。アルコールに対して一般式（２）中のｎで示される割合のエチ
レンオキシドの割合で反応させる。
【００３２】
　工程（Ｉ）、（II）を実施する方法としては、従来公知の方法が使用可能である。すな
わち、オートクレーブにアルコールとアルコールに対し０．５～１モル％のＫＯＨを触媒
として仕込み、昇温・脱水し、約１２０～１６０℃の温度で、それぞれ所定量のプロピレ
ンオキシド及びエチレンオキシドを付加反応させることにより製造できる。このとき、付
加形態はブロック付加であり、かつプロピレンオキシド付加〔工程（Ｉ）〕、エチレンオ
キシド付加〔工程（II）〕の順に行う。使用するオートクレーブには攪拌装置、温度制御
装置、自動導入装置を備えられていることが望ましい。
【００３３】
　工程（III）は、上記工程（II）で得られたアルコキシレートを硫酸化し、次いで中和
させる工程である。硫酸化の方法としては、三酸化硫黄（液体又は気体）、三酸化硫黄含
有ガス、発煙硫酸、クロルスルホン酸等を用いる方法が挙げられるが、特に、廃硫酸及び
廃塩酸等の発生を防止する観点から、三酸化硫黄をアルコキシレートと同時にガス状又は
液状で連続的に供給する方法が好ましい。
【００３４】
　硫酸化物の中和方法としては、所定量の中和剤へ硫酸化物を添加・攪拌しながら中和を
行うバッチ式と、硫酸化物と中和剤を配管内へ連続的に供給し、攪拌混合機にて中和を行
うループ式などが挙げられるが、本発明では中和方法に限定はない。ここで使用される中
和剤としてはアルカリ金属水溶液、アンモニア水、トリエタノールアミンなどが挙げられ
るが、アルカリ金属水溶液が好ましく、より好ましくは水酸化ナトリウムである。
【００３５】
　本発明の（ｃ）成分は、炭素数１０～１８の炭化水素基と、炭素数１～３のアルキル基
又は炭素数１～３のヒドロキシアルキル基を有するアミンオキシド型界面活性剤である。
アミンオキシド型界面活性剤は、（ｂ）成分のＡＥＳと併用することで、優れた油汚れ洗
浄力を発揮する。アミンオキシド型界面活性剤としては、下記一般式（３）で示される化
合物が好ましい。
【００３６】
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【化１】

【００３７】
（式中、Ｒ3aは炭素数１０～１８の炭化水素基であり、Ｒ3bは炭素数１～３のアルキレン
基であり、Ｒ3c、Ｒ3dは炭素数１～３のアルキル基又はヒドロキシアルキル基であり、Ｘ
は－ＣＯＯ－、－ＣＯＮＨ－、－Ｏ－から選ばれる基であり、ｏは０又は１の数である。
）
【００３８】
　上記一般式（３）で示される化合物のうち、Ｒ3aは好ましくは炭素数１０～１６、より
好ましくは１０～１４のアルキル基又はアルケニル基である。天然油脂由来から得られる
アルキル基構造であってもよく、天然原料を用いる観点から直鎖が好ましい。具体的に好
ましい化合物としては、Ｒ3aがラウリル基（又はラウリン酸残基）及び／又はミリスチル
基（又はミリスチン酸残基）であり、Ｒ3c及びＲ3dが共にメチル基であり、ｏ＝０である
化合物、並びに、Ｒ3aがラウリル基（又はラウリン酸残基）及び／又はミリスチル基（又
はミリスチン酸残基）であり、Ｒ3c及びＲ3dが共にメチル基であり、ｏ＝１であり、Ｘが
－ＣＯＮＨ－又は－Ｏ－であり、且つＲ3bがプロピレン基又はヒドロキシプロピレン基の
化合物である。
【００３９】
　本発明ではＲ3aは単独のアルキル（又はアルケニル）鎖でもよく、異なるアルキル（又
はアルケニル）鎖を有する混合アルキル基（又はアルケニル基）であってもよい。後者の
場合には、ヤシ油、パーム核油から選ばれる植物油から誘導される混合アルキル（又はア
ルケニル）鎖を有するものが好適である。具体的にはラウリル基（又はラウリン酸残基）
／ミリスチル基（又はミリスチン酸残基） のモル比が９５／５～２０／８０、好ましく
は９０／１０～３０／７０であることが洗浄効果の点から好ましい。
【００４０】
　本発明の液体洗浄剤組成物は、（ｄ）ハイドロトロープ剤及び（ｅ）有機溶剤から選ば
れる相安定化剤を含有する。
【００４１】
　（ｄ）成分のハイドロトロープ剤としては、最大炭素数が３以下のアルキル基を１～３
有するアルキルベンゼンスルホン酸塩が好ましく、具体的にはトルエンスルホン酸、キシ
レンスルホン酸、及びクメンスルホン酸、並びにこれらのナトリウム、カリウムあるいは
マグネシウム塩が良好であり、特にｐ－トルエンスルホン酸が良好である。
【００４２】
　（ｅ）成分の、有機溶剤としては、まず（ｉ）炭素数１～３のアルコール、(ii)炭素数
２～４のグリコールやグリセリン、（iii）アルキレングリコール単位の炭素数が２ない
し４のジ又はトリアルキレングリコール、（iv）アルキレングリコール単位の炭素数が２
ないし４のジないしテトラアルキレングリコールのモノアルコキシ（メトキシ、エトキシ
、プロポキシ、ブトキシ）、フェノキシ又はベンゾオキシエーテル、をあげることができ
る。
【００４３】
　具体的には（ｉ）として、エタノール、イソプロピルアルコール、（ii）として、エチ
レングリコール、プロピレングリコール、グリセリン、イソプレングリコール、（iii）
として、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、（iv）として、プロピレング
リコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、ジグリコール
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モノブチルエーテル、フェノキシエタノール、フェノキシトリエチレングリコール、フェ
ノキシイソプロパノールがあり、これらから選ばれる水溶性有機溶媒が好ましい。特には
エタノール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ブチルジグリコール、フ
ェノキシエタノール、フェニルグリコール、フェノキシイソプロパノールが好ましい。
【００４４】
　また、有機溶剤としてポリアルキレングリコールを用いることができる。ポリアルキレ
ングリコールは、ゲル化防止剤［以下、（ｅ－１）成分というときがある］として有用で
あり、例えば特表平１１－５１３０６７号公報に記載されているゲル化防止重合体、とり
わけポリプロピレングリコールを配合することが粘度調節及び貯蔵安定性の点から好まし
い。ポリプロピレングリコールは、重量平均分子量が６００～５０００、更には１０００
～４０００のものが好ましく、重量平均分子量は光散乱法を用いて決定することができ、
ダイナミック光散乱光度計（ＤＬＳ－８０００シリーズ、大塚電子株式会社製など）によ
り測定することができる。
【００４５】
　また、洗浄剤組成物の気液界面に出来る、活性剤の重合膜の形成抑制を目的に、グリセ
リンのエチレンオキシド付加物（エチレンオキシド平均付加モル数は５～１２０が好まし
い。）を（ｅ－１）成分として配合してもよい。
【００４６】
　本発明の液体洗浄剤組成物は、その他の成分として、（ａ）成分以外の非イオン性界面
活性剤、（ｂ）成分以外の陰イオン性界面活性剤、（ｃ）成分以外の両性界面活性剤から
選ばれる１種以上の界面活性剤［以下、（ｆ）成分とする。］を併用することが、安定性
の上で及び洗浄性の上で併用することが好ましい。
【００４７】
　好ましい非イオン性界面活性剤として、分岐鎖を有する炭素数６～１２のアルキル基を
有するモノアルキル（ポリ）グリセリルエーテルをあげることができる。特に下記一般式
（４）で示されるものが好ましい。
　　　Ｒ4－Ｏ－Ｘ　　　　　（４）
〔式中、Ｒ4は分岐鎖を有する総炭素数８～１２のアルキル基、好ましくは２－エチルヘ
キシル、イソノニル、イソデシルから選ばれる基であり、ＸはＣＨ2ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ2Ｏ
Ｈである。〕
【００４８】
　好ましい非イオン性界面活性剤として、炭素数８～２０の分岐鎖又は直鎖の一級又は二
級アルコールにエチレンオキシドを付加させたポリオキシエチレンアルキルエーテルをあ
げることができる。特に下記一般式（５）で示されるものが好ましい。
　　　Ｒ5－Ｏ(ＥＯ)rＨ　　　（５）
〔式中、Ｒ5は平均炭素数８～２０、好ましくは８～１８の一級の直鎖アルキル基、分岐
鎖アルキル基又は二級のアルキル基である。ＥＯはエチレンオキシ基であり、ｒは平均付
加モル数として５～２０である。〕
【００４９】
　好ましい非イオン性界面活性剤として、炭素数８～２０の分岐鎖又は直鎖の一級又は二
級アルコールにプロピレンオキシド及びエチレンオキシドを付加させたポリオキシエチレ
ンポリオキシプロピレンアルキルエーテルをあげることができる。なおオキシエチレン基
とオキシプロピレン基はブロックでもランダムでもよく、順序も問わない。特に下記一般
式（６）で示されるものが好ましい。
　　　Ｒ6－Ｏ[(ＥＯ)p／(ＰＯ)q]Ｈ　　　（６）
〔式中、Ｒ6は炭素数８～２０、好ましくは８～１８の一級のアルキル基である。ＥＯは
エチレンオキシド、ＰＯはプロピレンオキシドを示す。ｐは平均付加モル数として３～１
５、ｑは平均付加モル数として１～５である。ＥＯとＰＯはランダム付加又はＥＯを付加
した後、ＰＯを付加してもよく、またその逆のようなブロック付加体でもよい。〕
【００５０】
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　両性界面活性剤としては、スルホベタイン、カルボベタインを用いることができる。
【００５１】
　陰イオン性界面活性剤としては、炭素数が１０～２０のアルキル基を有し、且つ硫酸基
又はスルホン酸基を有する陰イオン性界面活性剤が好ましい。具体的には直鎖アルキルベ
ンゼンスルホン酸塩、α－スルホ脂肪酸エステル塩、α－オレフィンスルホン酸塩、アル
カンスルホン酸塩、脂肪酸塩を挙げることができる。
【００５２】
　本発明の液体洗浄剤組成物は、金属イオン封鎖剤［以下（ｇ）成分とする］として、ク
エン酸、リンゴ酸、ＥＤＴＡ（エチレンジアミン四酢酸）、酒石酸、乳酸、グルコン酸、
アミノ酸化合物の窒素原子にカルボキシメチル基が１つ以上結合したアミノポリカルボン
酸〔例えば、ＭＧＤＡ（メチルグリシン二酢酸）〕並びにそれらの塩を配合してもよい。
塩はナトリウム、カリウム、アルカノールアミンを挙げることができるが、別成分アルカ
リ剤として配合してもよい
【００５３】
　本発明の液体洗浄剤組成物には、その他成分として、例えばプロキセルやケーソンなど
の商品名で知られている防菌・防黴剤、亜鉛塩、銀塩、ポリリジン、フェノキシエタノー
ルなどの殺菌剤、硫酸マグネシウムなどの水溶性無機塩、亜硫酸塩などの還元剤、ＢＨＴ
、アスコルビン酸、などの酸化防止剤、キサンタンガム、グァーガム、カラギーナンなど
の増粘性高分子、ポリアクリル酸系ポリマーなどの高分子分散剤、プロテアーゼ、アミラ
ーゼ、リパーゼなどの酵素、増泡剤、着色剤、香料、などの液体洗浄剤に配合することが
知られている化合物を配合することができる。
【００５４】
　なお、本発明の液体洗浄剤組成物は残部は水であり、実質的に必須成分である。水は液
体安定性の上で、蒸留水又はイオン交換水を用いることが好ましい。
【００５５】
　次に本発明の液体洗浄剤組成物における前記成分の配合割合について説明する。本発明
の（ａ）成分は、組成物中に４～３５質量％含有されるが、本発明では１０質量％以上、
更には１５質量％以上であるような、ＡＧ含有量が多い系であっても低温安定性に優れる
。また上限としては、特に３０質量％以下であることが好ましい。洗浄性の観点から下限
値以上であり、低温安定性の観点から上限値以下である。
【００５６】
　本発明の（ｂ）成分は、組成物中に１～２０質量％、好ましくは１．５～１５質量％、
より好ましくは１．５～１０質量％含有される。洗浄性の観点から下限値以上であり、低
温安定性の観点から上限値以下である。なお前記（ｂ）成分の含有量は一般式（１）にお
けるＭを水素原子と仮定した場合の濃度とする。
【００５７】
　（ｃ）成分は、組成物中に０．３～１０質量％、好ましくは０．５～１０質量％、より
好ましくは１．５～１０質量％含有される。洗浄性の上で下限値以上であり、低温安定性
の上で上限値以下である。
【００５８】
　本発明の（ｄ）成分であるハイドロトロープ剤の組成物中の含有量は、好ましくは１～
１０質量％、より好ましくは１．５～７．５質量％である。
【００５９】
　本発明の（ｅ）成分である有機溶剤の組成物中の含有量は、後述する（ｅ－１）成分を
除いた量として、好ましくは０～３０質量％、より好ましくは１．５～１５質量％である
。エタノールの組成物中の含有量は０～７．５質量％が好ましく、その他溶剤としてはプ
ロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ブチルジグリコール、フェノキシエタノ
ール、フェニルグリコール、フェノキシイソプロパノールから選ばれる１種又は２種以上
を配合することが好ましいが、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ブチル
ジグリコール、フェノキシエタノール、フェニルグリコール、フェノキシイソプロパノー
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ルから選ばれる１種又は２種以上の溶剤の総量は組成物中０～２５質量％とすることがで
きる。
【００６０】
　また、（ｅ）成分の中でも（ｅ－１）成分であるポリアルキレングリコールの組成物中
の含有量は、好ましくは０～５質量％、より好ましくは０～３質量％である。ポリプロピ
レングリコールの場合、組成物中に０～２質量％配合することが好ましい。また、グリセ
リンのエチレンオキシド付加物の場合、組成物中に０～１質量％配合することが好ましい
。
【００６１】
　（ｆ）成分は、組成物中に好ましくは０．５～２５質量％、より好ましくは1～２０質
量％含有され、更に（ａ）成分以外の非イオン性界面活性剤を組成物中に０．５～１５質
量％含有することが乳化力・起泡力の点で好ましく、両性界面活性剤を１～１５質量％含
有することが起泡力・低温安定性の点で好ましい。（ｂ）成分以外の陰イオン性界面活性
剤を配合することができ、例えば炭素数８～１６のα－オレフィンスルホン酸塩、α－ス
ルホ脂肪酸（炭素数８～１６）低級アルキル（炭素数１～３）エステル塩、脂肪酸塩、ア
ルキルベンゼンスルホン酸塩、アルカンスルホン酸塩を挙げることができる。塩としては
ナトリウム塩、カリウム塩、マグネシウム塩、アルカノールアミン塩が挙げられ、特に粘
度の点からナトリウム塩、カリウム塩、マグネシウム塩を挙げることができる。しかしな
がら、スルホン酸系の陰イオン界面活性剤は、ＡＧの手肌に対するマイルド性の観点から
組成物中５質量％未満、更には３質量％以下、特には２．５質量％以下であることが好ま
しい。
【００６２】
　本発明では、（ａ）成分、（ｂ）成分、（ｃ）成分及び（ｆ）成分を含めた界面活性剤
の総量が１０～６０質量％、更に１０～５０質量%であることが好ましく、また界面活性
剤総量に対するＡＧの割合（界面活性剤総量中のＡＧの割合）は、目的とする洗浄剤の性
質によって設定されるが、本発明では２０質量％以上、更には２５質量％以上、特には４
０質量％以上とすることができ、このような、ＡＧが主界面活性剤となるような配合系に
おいても、ＥＳ及びＡＯを安定に配合することできる。なお、このＡＧの割合の上限は、
洗浄力から９０質量％以下である。
【００６３】
　（ｇ）成分は組成物中に、０．０５～８質量％、好ましくは０．１～５質量％含有する
ことが好ましい。なおこの濃度は対イオンを水素イオンと仮定したときの濃度とする。
【００６４】
　本発明の水は残部であるが、組成物中８５質量％以下、他の成分を考慮した場合、８０
～３０質量％配合される。
【００６５】
　なお本発明の液体洗浄剤組成物のｐＨは、２５℃で好ましくは４．５～９、より好まし
くは５．５～８である。（ｃ）成分のアミンオキシドはｐＨによりカチオン化度が変化す
ること、（ｂ）成分は酸性で不安定であること等を考慮して、且つ低温安定性の点で下限
値が決められ、洗浄性の点で上限値が決められる。ｐＨ調整は、酸性に調整する場合は、
塩酸、硫酸などの無機酸の他に、クエン酸などのキレート剤やハイドロトロープ剤を用い
てもよく、アルカリ剤としてはアルカノールアミンの他に、アルカリ金属水酸化物を用い
てもよい。なお、ｐＨは後述の実施例の方法で測定されたものである。
【００６６】
　本発明の液体洗浄剤組成物の粘度は液の吐出性の観点から好ましくは１０～１０００ｍ
Ｐａ・ｓ、より好ましくは２５～５００ｍＰａ・ｓである。粘度の測定方法は、２０℃に
てブルックフィールド型粘度計により測定する。ローターはＮｏ．２のものを用い、回転
数６０ｒ／ｍｉｎで回転し、回転開始から６０秒後の粘度を液体洗浄剤組成物の粘度とす
る。
【実施例】
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＜実施例１～４及び比較例１～２＞
　下記（ａ）成分、（ｂ）成分、（ｃ）成分等、及び表２に示す成分を用いて液体洗浄剤
組成物を調製した。その際、ｐＨは４８％水酸化ナトリウムを用いて調整した（表２中は
「＋」表示）。ｐＨの測定方法は以下の通りである。調整後、これら組成物の洗浄力及び
低温安定性を下記の方法で評価した。結果を表２に併記する。なお、用いた（ａ）成分、
（ｂ）成分〔一部比較の化合物を含む〕、（ｃ）成分等はそれぞれ次の通りである。
【００６８】
（ａ）成分
・ＡＧ１：アルキル基の組成がＣ9／Ｃ10／Ｃ11＝１９／４５／３６（質量比）、ｎ－体
／ｉｓｏ－体＝８５／１５の混合アルキルでグルコシド平均縮合度１．３のアルキルグル
コシド
・ＡＧ２：アルキル基は天然由来の直鎖であり、アルキル基の組成がＣ8／Ｃ10／Ｃ12＝
５０／３５／１５（質量比）、の混合アルキルでグルコシド平均縮合度１．３のアルキル
グルコシド
【００６９】
（ｂ）成分
・ＥＳ１：アルキル鎖がＣ12：Ｃ14＝７３：２７（質量比）の天然アルコールに、ＰＯを
０．４モル付加、ＥＯを１．５モル付加したのち、三酸化イオウにより硫酸化し、水酸化
ナトリウムで中和した（水で１０％希釈したもののｐＨが１１になるまで中和した）。
・ＥＳ２：アルキル鎖がＣ12：Ｃ14＝７３：２７（質量比）の天然アルコールに、ＰＯを
０．６モル付加、ＥＯを１．５モル付加したのち、三酸化イオウにより硫酸化し、水酸化
ナトリウムで中和した（水で１０％希釈したもののｐＨが１１になるまで中和した）。
・ＥＳ３：アルキル鎖がＣ12の天然アルコールに、ＰＯを０．４モル付加、ＥＯを２．０
モル付加したのち、三酸化イオウにより硫酸化し、水酸化ナトリウムで中和した（水で１
０％希釈したもののｐＨが１１になるまで中和した）。
・ＥＳ４：アルキル鎖がＣ12：Ｃ14＝７３：２７（質量比）の天然アルコールに、ＥＯを
２．０モル付加したのち、三酸化イオウにより硫酸化し、水酸化ナトリウムで中和した（
水で１０％希釈したもののｐＨが１１になるまで中和した）
・ＥＳ５：アルキル鎖がＣ12の天然アルコールに、ＥＯを４．０モル付加したのち、三酸
化イオウにより硫酸化し、水酸化ナトリウムで中和した（水で１０％希釈したもののｐＨ
が１１になるまで中和した）。
　ＥＳ１～ＥＳ５詳細を表１に示す。なお、上記記載の天然アルコールは、直鎖アルキル
基を有する化合物のみで構成されている。
【００７０】
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【表１】

【００７１】
（ｃ）成分
・ＡＯ１：Ｎ－ラウリル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアミンオキシド
（ｅ－１）成分
・ＧＬＹ１：グリセリンエチレンオキシド付加物（数平均分子量１０００）
（ｆ）成分
・スルホベタイン：ラウリルジメチルスルホベタイン
【００７２】
＜ｐＨの測定方法＞
　ｐＨメーター（ＨＯＲＩＢＡ製　ｐＨ／イオンメーター　Ｆ－２３）にｐＨ測定用複合
電極（ＨＯＲＩＢＡ製　ガラス摺り合わせスリーブ型）を接続し、電源を投入した。ｐＨ
電極内部液としては、飽和塩化カリウム水溶液（３．３３ｍｏｌ／Ｌ）を使用した。
【００７３】
　次に、ｐＨ４．０１標準液（フタル酸塩標準液）、ｐＨ６．８６（中性リン酸塩標準液
）、ｐＨ９．１８標準液（ホウ酸塩標準液）をそれぞれ１００ｍｌビーカーに充填し、２
５℃の恒温槽に３０分間浸漬した。恒温に調整された標準液にｐＨ測定用電極を３分間浸
し、ｐＨ６．８６→ｐＨ９．１８→ｐＨ４．０１の順に校正操作を行った。
【００７４】
　試料（液体洗浄剤組成物）を１００ｍｌビーカーに充填し、２５℃の恒温槽内にて２５
℃に調整した。恒温に調整された試料にｐＨ測定用電極を３分間浸し、ｐＨを測定した。
【００７５】
＜洗浄力試験＞
　菜種油に０．１質量％の色素（スタンレッド）を均一に混ぜ込んだモデル油汚れ１ｇと
ポリプロピレン製皿（関東プラスティック工業（株）製、C-39 PP製ミート皿）に塗り広
げたものをモデル汚染食器とした。市販のスポンジ（住友３Ｍ社製：スコッチブライト）
に表２の液体洗浄剤組成物１．０ｇ及び水道水３０ｇを染み込ませ２～３回手でもみ泡立
たせた。これを用いてモデル汚染食器を擦り洗いし、洗浄（食器に油汚れが残ることで発
生する、ぬるつきの有無で洗えたかどうかを確認）できた皿の枚数を求めた。
【００７６】
＜低温安定性＞
　表２の液体洗浄剤組成物をＰＥＴ製ボトル（竹本容器（株）、ＰＥＭ－１００）に１０
０ｍｌ入れ、－７．５℃で１０日の保存を行い、液の外観の変化を調製直後の透明、均一
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　外観に変化がみられない……○
　ゲル化、分離、沈殿形成などの外観の変化がみられる……×
【００７７】
【表２】

【００７８】
＜配合例＞
　本発明のその他の液体洗浄剤組成物として、例えば表３に記載の配合例を挙げることが
できる。これらの組成物は、硬質表面用として好適な洗浄力と低温安定性を有する。
【００７９】
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【表３】

【００８０】
　表中の成分は実施例１等と同じものであり、一部は以下のものである。
・ＰＰＧ－１０００：重量平均分子量１０００のポリプロピレングリコール
・脂肪酸（Ｃ１２）：炭素数１２の脂肪酸
・ノニオン１：アルキル基がｓｅｃ－Ｃ１２－１４アルキル基、平均ＥＯ付加モル数３．
３のポリオキシエチレンアルキルエーテル
・ノニオン２：アルキル基がｓｅｃ－Ｃ１２－１４アルキル基、平均ＥＯ付加モル数７の
ポリオキシエチレンアルキルエーテル
・プロキセルＢＤＮ：１，２－ベンズイソチアゾリン－３－オン
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